
輸出物流構築緊急対策事業

問合先：農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部 食品流通課
電話：03－3502－5741

支援対象者 （実証）食品流通業者等で組織される団体
（機器導入）食品流通業者・運送業者等

対象品目 コメ、青果物、肉類、水産物、林産物、加工品

支援内容類型 • 輸出のために施設の新設・整備や、機器のリースを行いたい
• 輸送の効率化・鮮度保持に向けた物流技術・ルートの実証・テストを行いたい

支援内容
・新たな物流課題の解決に繋がる実証を支援
・物流施設リース
・物流の効率化に繋がる冷蔵庫、パレタイザー等の設備機器

申請要件 ・流通合理化法に基づく流通合理化計画の策定

申請先 大臣官房新事業・食品産業部
食品流通課 公募時期 2023年12月7日～21日迄

R5補正



［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-3502-5741）

2030年輸出5兆円⽬標の実現に向けた農林⽔産物・⾷品の輸出促進のうち
輸出物流構築緊急対策事業

＜対策のポイント＞
⽇本の農林⽔産物・⾷品を将来にわたって安定的に輸出し、国内の⽣産基盤の維持を図るためには、輸出先国の実情に応じた輸出サプライチェーンの確⽴

が必要となっているところ、基幹ルートの機能強化や地⽅港湾等の活⽤促進など効率的な輸出物流の構築を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（2兆円［2025年まで］、5兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．輸出物流構築に向けたモデル実証
①基幹的な輸出物流ルートの強化

基幹的な輸出物流ルートにおける国内各地の輸出産地からの最適な輸送ルー
トや集荷・保管体制の構築等を⽀援します。

②地⽅港湾等活⽤のための輸出商社・物流業者の育成
輸出産地近郊に⽴地する地⽅港湾・空港等を活⽤した輸出物流構築のための
輸出商社や物流事業者等の育成に向けた調査・実証等を⽀援します。

２．輸出物流構築に必要な施設確保、設備・機器導⼊
形成されたネットワークにおいて、効率的な輸出物流を実現するために必要となる

物流施設の確保や、デジタル化や⾃動化・省⼈化のために必要な設備・機器の導
⼊を⽀援します。

＜事業の流れ＞
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【令和５年度補正予算額 450百万円】
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